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技能実習生に係る新型コロナウイルス感染症への対応について（抄） 

 
 
Ｑ１ 技能実習を終了したが，新型コロナウイルス感染症の影響で本国に帰国

できない場合はどうしたらよいか。 

 
 Ａ１ 帰国便の確保や本国国内の住居地への帰宅が困難であると認められる

技能実習生については，滞在費支弁等のための就労を希望する場合には

「特定活動（就労可）（６月）」への在留資格変更を認めているほか，

帰国できる環境が整うまでの一時的な滞在のため，「特定活動（就労不

可）（６月）」（以前は「短期滞在」）への在留資格変更が認められま

す（※５月21日変更点：在留資格・在留期間を「特定活動（６月）」と

しました。）。 

上記「特定活動（就労可）（６月）」については，従前の実習実施者

又は従前の実習実施者での就労継続が困難な場合は新たな受入れ機関

（技能実習生の受入実績のあるものに限る。）との契約（※）に基づき，

「技能実習」で在留中の実習内容と原則として同種の業務に従前と同等

額以上の報酬で従事するものである必要があります。）。 

申請に当たっては，帰国が困難であることについて合理的な理由があ

ること等を確認できる資料及び理由書等をご準備いただく必要がありま

す。詳しくは，技能実習生の住居地を管轄する地方出入国在留管理官署

に御相談ください。 

（※）職業安定法に基づく職業紹介事業の許可を受けずに，本件技能実習

を終了した者と新たな受入れ機関との間での雇用契約の成立をあっせ

んすると，職業安定法違反となるおそれがありますので，十分に注意

してください。 

 
 Ｑ２ Ｑ１の場合，「技能実習」で従事した業務と同種の業務での受入れ先が

見つからない場合はどうしたらよいか。 

 
 Ａ２ Ｑ１の場合において，従前と同種の業務（「技能実習」で従事してい

た職種・作業。以下同じ。）での受入れ先の確保に努めたものの，これ

を確保することができない場合は，従前と同種の業務に関係する業務（※）



であれば，同様に「特定活動（就労可）（６月）」への在留資格変更が

認められます。 

（※）技能実習で従事していた職種・作業が属する技能実習法施行規則

別表第二の各表内の職種・作業（「七その他」を除く。） 

例：「技能実習」で従事した業務が「職種：耕種農業作業：施設園芸」

の場合，以下の職種・作業が関係する業務となります。 

→「職種：耕種農業作業：畑作・野菜，果樹」 

→「職種：畜産農業作業：養豚，養鶏，酪農」 

 


